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第一号議案 平成 29 年度事業報告（      ） 
 
 
 

平成 29 年度の当協会の事業概要について、次のとおり報告する。 

・総 括 
平成29年度の当協会の事業活動は、税財政分野における世界的な規模での様々な動きを意識し、

会員ニーズに沿った事業活動を推し進めるとともに、コスト面の取組みにも力点を置き、あるべ

き税制、税務の実現に向けて諸活動を展開した。 
特に、提言活動の中心である「税制改正に関する租研意見」は、政策検討会を中心として、税

制基本問題研究会をはじめ、財政経済研究会、国際課税研究会等の他の研究会活動との有機的な

連携・協調に努め、多面的な分析を実施し作成した。一方、法人税研究会においては、法人税（国

際関係含む）の通達検討を中心に租税制度の透明性、予測可能性を高める活動に積極的に取り組

んだ。 
また、調査・研究活動については、一層の充実・強化に努めるとともに、関係当局との連携・

協調を図り、会員企業にとっても有益となる意見交換を活発に展開した。 
会員懇談会については、適宜、内容を厳選し、ほぼ計画水準の回数を開催した。他方、委員会、

研究会等については、調査・研究・提言活動、普及活動、情報発信活動をバランスよく会員に提

供した結果、効率的な運営を遂行できた。 
全体としては、内容の選別かつ充実を図り、適時・適切な情報提供に努めた結果、ほぼ計画通

りの事業活動を効率的に展開することができた。平成 29 年度の事業活動の総括表及び個別の活動

実績は以下の通りである。 

 

平成２９年度実績／事業活動の総括表
（講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 56 回 64 回 60 回 58 回 59 回

内研究会 42 〃 47 〃 41 〃 41 〃 40 〃

会員懇談会 107 〃 100 〃 92 〃 79 〃 77 〃

租税研究大会　＊1 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃

基礎講座　＊2 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 22 〃

合計 190 〃 192 〃 179 〃 165 〃 164 〃

出版（「租税研究」以外） 10 冊 7 冊 8 冊 9 冊 7 冊

＊１　平成29年度実績の内訳　：　東京大会2.0日（報告2、討論2）、大阪大会1.0日（報告1、討論1）

＊2　平成29年度実績の内訳　：　法人税基礎講座（東京）8回、法人税基礎講座（関西）8回、国際課税初級講座（東京）6回

＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計

平成２９年度
実績

平成２９年度
計画

平成２７年度
実績

平成２６年度
実績

平成２８年度
実績

自 平成 29 年 4 月 1 日 
至 平成 30 年 3 月 31 日 
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1．第 69 回定時総会 

平成 29 年 5 月 30 日第 69 回定時総会を、日本工業倶楽部会議室において開催した。会長の三

木繁光が議長となり、開会の挨拶を述べたのち、次の議題について報告・説明が行われ、審議の

後、いずれも原案どおり承認可決された。 

〔議題〕 
1. 平成 28 年度事業報告 
2. 平成 28 年度決算案 
3. 平成 29 年度事業計画及び予算報告 
4. 平成 29 年度会費分担基準案 
5. 役員任期満了に伴う改選案 
6. 補欠理事選任案 
7. 評議員退任選任報告 
8. 評議員任期満了に伴う改選案 

 
2．第 473 回理事会・評議員会 

平成 29 年 5 月 12 日、第 473 回理事会･評議員会を開催した。第 69 回定時総会に付議する諸案

件を審議、承認可決した。 

 
3．理事会・評議員会 

平成 29 年度における定例の理事会は 4 回開催し（今回含む）、第 69 回定時総会に付議する諸案

件のほか、評議員の補充選任･退任、各種委員会、研究会、懇談会等の開催等の審議･決議･報告を

行った。 

 
4．委員会・研究会等 

(1) 政策委員会（政策検討会） 

政策委員会の下に政策検討会を設置。政策検討会は、政策委員会の主査を中心として、若手研

究家等から構成し、税制改正に向けた研究を行うとともに、税制基本問題研究会をはじめとする、 

財政経済研究会や国際課税研究会等の研究会の成果や会員からの税制改正意見要望、アンケート

等を踏まえた「平成 30 年度税制改正に関する租研意見」をとりまとめ、政策委員会、会長・副会

長会議に付議した上、関係当局に対し意見・要望の表明を行った。 
また、平成 29 年 11 月には会長と副会長より、麻生副総理兼財務大臣に対して、直接「平成 30

年度税制改正に関する租研意見」の提言を行うと共に、政府税制調査会の中里会長に対しても、

同意見の提言を行った。 
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(2) 政策委員会（税制基本問題研究会） 

税制基本問題研究会は、租研意見に関連する理論面や今後の方向についての課題とその問題点

等を調査・研究していく必要があることから、より広い見地より税制の基本的な側面を調査・研

究、分析することを目的として設置し、税制分野等の諸課題について、調査・研究を実施し、そ

の成果を会員に対し提供した。 

特に、平成 29 年 4 月からは、「所得税改革と各種税制の課題」を大テーマとして取り上げ、多

面的に検討を進めており、本年の新春座談会において「これからの所得税・消費税のあり方～平

成の税制改革を振り返りつつ～」と題して識者と会員企業（担当者）の意見交換を行った。また、

平成 30 年 9 月の租税研究大会にてその成果を会員に提供する予定である。 

(3) 財政経済委員会（財政経済研究会） 

財政経済研究会において、社会保障制度改革、財政改革、税制の抜本的改革等の諸課題につい

て、調査・研究を実施し、その成果を会員に対し提供した。 

特に、平成 30 年１月からは、「財政のフューチャー・デザイン：最後の機会」を大テーマとし

て取り上げ、税、財政、社会保障分野の課題について様々な角度から検討を進めている。 

(4) 法人課税委員会（法人税研究会） 

法人税研究会の下に設置した下記検討会において、会員の課題解決につながる活動を展開した。 

その活動成果の一つとして、実務面からの税務執行上の透明性確保、予測可能な取扱の明確化

を目的とした、本年度の通達等への会員意見の反映及び通達等の早期化・明確化を実現した。 

① 通達等検討会（法人税、国際課税部会） 
同検討会を累計７回（専門部会(４回)含む）開催することにより、会員の意見・要望を踏

まえ、税制改正に伴う課税関係の明確化の検討、課税当局との意見交換会を実施し、通達等

での反映及び早期化・明確化に取り組んだ。 

② 国際課税実務検討会 
同検討会を開催することにより、会員の意見・要望を踏まえ、国際課税上の実務取扱い上

の課題に対して、同検討会で検討した結果を、集大成として取り纏めている。今後とも、国

際課税上の実務上の取扱いに関する課題について、取り組むこととしている。 

(5) 国際課税委員会（国際課税研究会） 

国際課税研究会において、租税に関する、その時期におけるキーノートとなる重要で話題性の

ある海外論文を調査・研究し、その成果を「租税研究」等を通じて、会員に提供した。 

(6) 地方税委員会（地方税研究会） 

地方税研究会において、地方財政、税制に関する現状や課題について調査・研究し、その成果

を会員に対し提供することとしている。平成 26 年 11 月からは税制改正提言の理論的補完を目的

として新たに税制基本問題研究会を設置したことに伴い、地方税研究会は、必要に応じて、地方
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税に特化した調査・研究について取り組むこととしている。 

(7) 意見交換会 

「国際課税の現状と課題」や「税務コーポレートガバナンス」等税制・税務に関する重要

な課題について、主税局や国税庁幹部と会員企業との意見交換会を実施している。 

 

5．国際交流の促進 

米国、欧州、中国、インド、インドネシア、オーストラリアの政府高官や専門家による懇談会

を開催する等、諸外国における税務当関係者との交流に取り組んだ。 

 

6．講演会等（会員懇談会、租税研究大会、基礎講座） 

(1) 会員懇談会 

法人税については、組織再編税制、租税回避問題、主要な課税訴訟事例をはじめとして、国税

通則法を中心とする手続規定や申告実務を含め、理論面、実務面における税制、税務について幅

広く講演会を開催した。 
また、国際課税については、BEPS プロジェクトへの対応を中心に、会員の関心の高い外国子

会社合算税制、移転価格税制、PE、AOA 等の個別分野や、OECD を含む、米国や中国等の最新

海外税制動向について講演会を開催した。 

(2) 租税研究大会 

租税研究大会については、租研の事業活動に相応しい財政・税制に関する調査、研究、情報発

信機能に配意した運営を行っている。具体的には、東京 2 日、大阪 1 日、合計 3 日間（報告 3、
討論 3）開催し、理論と実務面における最先端の重要な課題を取り上げ、会員に対して講演、討論

等を通して、情報提供を実施するとともに、税理士会、日本公認会計士協会等に公開する等、協

会外部への情報発信を行い、公益的活動の推進、当協会のプレゼンス向上を図った。 
また、その成果は、日本租税研究協会 第 69 回租税研究大会記録「税・財政及び国際課税を巡

る現状と課題」として出版するとともに、ホームページ等により会員以外にも公表した。 

(3) 基礎・中級講座 

平成 29 年度は、法人税基礎講座（東京）8 回、法人税基礎講座（関西）8 回 を実施した。また、

国際課税初級講座（東京）6 回を開催した。前広かつメリハリの効いたＰＲ活動に努めた結果、前

年度実績を大幅に上回る（約 3 割増）受講者を獲得した。 
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7．出版等情報提供活動他（出版、ホームページ） 

(1) 出版 

定例の「租税研究（毎月）」「租税研究大会記録（毎年）」に加え、研究会・検討会報告書 等の

重要な出版物を刊行した。なお、当初出版を予定していた書籍をホームページ公開に切り替える

など、コスト節減及び会員への迅速な情報提供に努めた。 

（参考）平成 29 年度出版物（「租税研究以外」） 

・第 69 回租税研究大会記録 ～税・財政及び国際課税を巡る現状と課題～ 

  ・平成 30 年度税制改正に関する租研意見 

・国際課税における重要な課税原則の再検討(下巻) 

・その他 
                               合計 7 冊 

(2) ホームページによる情報提供サービスの向上 

租研ホームページについては、引き続き、トピックス、お知らせ欄等による、情報提供を継続。

また、定常の「租研意見」、「租研会員の意見調査結果」、「租研会員の税制改正意見集」、「租税研

究大会記録」等を掲載し、公表した。平成 27年 12 月より、月間会員誌「租税研究」の昭和 24年

創刊号から昭和 56 年 1 月号までの記事内容を掲載し、「租税研究」アーカイブとして公表してい

る。 

 
8．国際租税協会（IFA）日本支部事務局受託事務 

国際租税協会（IFA）の日本支部の事務局事務業務は引き続き実施した。本年度も、IFA 年次総

会報告会に協力する等、国際的な情報の発信活動に貢献するとともに、租研としても国際租税分

野の事業活動の拡充を図った。 

 
9．会員数及び会員異動状況 

（１）会員数（平成 30年 3月 31日現在） 

維持会員      ３３３ 
個人会員      ４６３ 
特別会員        ４団体 
（内、推薦会員  １団体、４個人） 
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（２）会員異動状況 
 

 平成 28 年度末 平成 29 年度増減 平成 29 年度末 
  増 減  
維持会員 （社） ３３７ ４ ８ ３３３ 
個人会員 （人） ４８３ ２１ ４１ ４６３ 
特別会員（団体） ４ ０ ０ ４ 
（内 推薦会員） （５） （０） （０） （５） 

計 ８２４ ２５ ４９ ８００ 

 
10．役員・評議員等（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

   会長  （代表理事） １名          評議員     ５７名 

   副会長 （代表理事） ６名          特別顧問     ３名 

   理事          ２１名           顧問       ５名 

（理事計       ２８名）           参与          ４名 

監事           ２名 
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平成29年度計画 実績

通常総会 1 1

理事会・評議員会 4 4

総会・理事会 5 5

会長・副会長会議 3 3
財務大臣、税調会長提言、2回を含

む

運営委員会 1 1

　企画運営小委員会
　※ 3 3

政策委員会 1 1

　政策検討会
　※ 5 5

　税制基本問題研究会　※ 10 9

　地球環境問題検討会
　※ 0 0

財政経済委員会 0 0

　財政経済研究会
　※ 8 8

法人課税委員会 0 0

　法人税研究会／通達等検討会
　※ 7 7 専門部会を含む

　法人税研究会／国際課税実務検討会
　※ 0 0

　税務会計研究会
　※ 0 0

国際課税委員会 0 0

　国際課税研究会
　※ 8 8

　中国交流促進検討会
　※ 0 0

個人課税委員会 0 0

消費課税委員会 0 0

地方課税委員会 0 0

　地方税研究会
　※ 0 0

意見交換会 6 8 主税局、国税庁、会員企業

座談会　他 1 1

委員会・研究会等 53 54

うち研究会関連（※） 41 40

東京会員懇談会 57 57

関西会員懇談会 15 14

名古屋会員懇談会 7 6

九州会員懇談会 0 0

会員懇談会 79 77

租税研究大会（東京） 4 4 2.0日：報告2、討論2

租税研究大会（大阪） 2 2 1.0日：報告1、討論1

租税研究大会 6 6

法人税基礎講座（東京） 8 8 8回／講座

法人税基礎講座（関西） 8 8 8回／講座

国際課税基礎講座（東京） 6 6 6回／講座

国際課税中級講座（東京） 0 0 国際課税中級講座と隔年開催

基礎講座 22 22

合計 165 164

会合名 備考

（参考）平成２９年度実績／活動実績一覧表

会合回数（回）
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(単位:円)

当年度 前年度 増減
<Ⅰ資産の部>

１ .流動資産
現 金 639,734 655,220 △ 15,486
当 座 預 金 27,795,703 22,298,207 5,497,496
普 通 預 金 1,175,415 607,435 567,980
定 期 預 金 45,301,584 44,500,000 801,584
仮 払 金 0 2,160 △ 2,160
未 収 金 818,256 676,198 142,058
前 払 費 用 1,281,636 1,281,636 0
書 籍 棚 卸 資 産 512,845 0 512,845

77,525,173 70,020,856 7,504,317
２ .固定資産

     （１）基本財産
特 定 事 業 基 金 定 期 預 金 157,755,410 157,755,410 0

157,755,410 157,755,410 0
     （２）特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 18,055,600 15,508,600 2,547,000
賞 与 引 当 資 産 4,400,000 4,500,000 △ 100,000
減 価 償 却 引 当 資 産 4,103,390 4,650,569 △ 547,179

26,558,990 24,659,169 1,899,821
     （３）その他の固定資産

什 器 備 品 160,810 269,704 △ 108,894
事 務 所 総 合 設 備 費 1,024,619 1,315,657 △ 291,038
ソ フ ト ウ エ ア 105,840 211,680 △ 105,840
電 話 加 入 権 170,310 170,310 0
借 室 敷 金 14,240,400 14,240,400 0
出 資 金 10,000 10,000 0

15,711,979 16,217,751 △ 505,772
200,026,379 198,632,330 1,394,049

資産合計 277,551,552 268,653,186 8,898,366
<Ⅱ負債の部>

１ .流動負債
未 払 金 2,381,997 2,375,631 6,366
前 受 会 費 6,320,833 7,025,833 △ 705,000
諸 預 り 金 878,061 612,807 265,254
賞 与 引 当 金 4,400,000 4,500,000 △ 100,000

13,980,891 14,514,271 △ 533,380
２ .固定負債

退 職 給 付 引 当 金 18,055,600 15,508,600 2,547,000
18,055,600 15,508,600 2,547,000

　負債合計　 32,036,491 30,022,871 2,013,620

0 0 0
245,515,061 238,630,315 6,884,746
157,755,410 157,755,410 0

4,103,390 4,650,569 △ 547,179
245,515,061 238,630,315 6,884,746

負債及び正味財産合計 277,551,552 268,653,186 8,898,366

第二号議案　平成29年度決算案

Ⅰ.貸借対照表

平成30年3月31日現在

固 定 資 産 合 計 

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

        そ の 他 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計 

正 味 財 産 合 計

　１.指定正味財産
指 定 正 味 財 産 合 計　

　２.一般正味財産

科目

<Ⅲ正味財産の部>

流 動 負 債 合 計　

固 定 負 債 合 計

基 本 財 産 合 計 

流 動 資 産 計　
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(単位:円)

　科目　 当年度 前年度 増減
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

25,880 53,577 △ 27,697
2,124 2,962 △ 838

126,762,200 129,147,900 △ 2,385,700
5,928,213 4,925,692 1,002,521

132,718,417 134,130,131 △ 1,411,714
(2)経常費用

115,576,633 128,945,351 △ 13,368,718
役 員 報 酬 8,579,700 5,850,000 2,729,700
給 料 手 当 25,568,616 28,837,741 △ 3,269,125
退 職 給 付 費 用 2,247,559 3,564,392 △ 1,316,833
賞 与 引 当 金 繰 入 3,882,710 4,018,984 △ 136,274
福 利 厚 生 費 5,551,123 5,760,395 △ 209,272
研 修 費 0 4,500 △ 4,500
旅 費 交 通 費 4,780,712 4,658,252 122,460
通 信 運 搬 費 3,335,622 3,865,248 △ 529,626
減 価 償 却 費 228,964 238,036 △ 9,072
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 95,256 95,256 0
消 耗 什 器 備 品 費 372,216 65,272 306,944
消 耗 品 費 2,036,778 2,337,750 △ 300,972
印 刷 製 本 費 12,248,558 16,013,376 △ 3,764,818
光 熱 水 道 費 237,169 214,192 22,977
賃 借 料 14,218,173 14,198,879 19,294
諸 謝 金 19,557,806 24,524,320 △ 4,966,514
会 場 借 上 費 7,597,631 9,437,215 △ 1,839,584
租 税 公 課 990 21,780 △ 20,790
委 託 費 706,813 689,692 17,121
雑 費 4,330,237 4,550,071 △ 219,834

10,111,511 10,061,886 49,625
役 員 報 酬 953,300 650,000 303,300
給 料 手 当 3,650,684 3,506,559 144,125
退 職 給 付 費 用 299,441 426,608 △ 127,167
賞 与 引 当 金 繰 入 517,290 481,016 36,274
福 利 厚 生 費 739,572 689,439 50,133
研 修 費 0 500 △ 500
旅 費 交 通 費 116,108 517,584 △ 401,476
通 信 運 搬 費 118,400 89,736 28,664
減 価 償 却 費 25,441 26,449 △ 1,008
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 10,584 10,584 0
消 耗 什 器 備 品 費 41,357 7,253 34,104
消 耗 品 費 86,747 82,692 4,055
印 刷 製 本 費 54,000 57,240 △ 3,240
光 熱 水 道 費 26,352 23,799 2,553
賃 借 料 1,579,797 1,577,653 2,144
諸 謝 金 203,680 186,400 17,280
会 場 借 上 費 950,976 815,348 135,628
租 税 公 課 110 2,420 △ 2,310
委 託 費 663,784 681,952 △ 18,168
雑 費 73,888 228,654 △ 154,766

125,688,144 139,007,237 △ 13,319,093
7,030,273 △ 4,877,106 11,907,379

0 0 0
7,030,273 △ 4,877,106 11,907,379

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

0 0 0
(2)経常外費用

145,527 0 145,527
145,527 0 145,527

△ 145,527 0 △ 145,527
6,884,746 △ 4,877,106 11,761,852

238,630,315 243,507,421 △ 4,877,106
245,515,061 238,630,315 6,884,746

Ⅱ.指定正味財産増減の部
0 0 0
0 0 0
0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 245,515,061 238,630,315 6,884,746

一般正味財産期末残額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残額
指定正味財産期末残額

経　　常　　外　　収　　益　　計

固定資産除却損
経　　常　　外　　費　　用　　計

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残額

経　　常　　収　　益　　計

事業費

管理費

経　　常　　費　　用　　計
評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額
損益評価等計

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

Ⅱ.正味財産増減計算書
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(単位:円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

25,880 0 0 25,880
2,124 0 0 2,124

107,747,870 19,014,330 0 126,762,200
5,928,213 0 0 5,928,213

113,704,087 19,014,330 0 132,718,417
(2)経常費用

115,576,633 0 0 115,576,633
役 員 報 酬 8,579,700 0 0 8,579,700
給 料 手 当 25,568,616 0 0 25,568,616
退 職 給 付 費 用 2,247,559 0 0 2,247,559
賞 与 引 当 金 繰 入 3,882,710 0 0 3,882,710
福 利 厚 生 費 5,551,123 0 0 5,551,123
旅 費 交 通 費 4,780,712 0 0 4,780,712
通 信 運 搬 費 3,335,622 0 0 3,335,622
減 価 償 却 費 228,964 0 0 228,964
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 95,256 0 0 95,256
消 耗 什 器 備 品 費 372,216 0 0 372,216
消 耗 品 費 2,036,778 0 0 2,036,778
印 刷 製 本 費 12,248,558 0 0 12,248,558
光 熱 水 道 費 237,169 0 0 237,169
賃 借 料 14,218,173 0 0 14,218,173
諸 謝 金 19,557,806 0 0 19,557,806
会 場 借 上 費 7,597,631 0 0 7,597,631
租 税 公 課 990 0 0 990
委 託 費 706,813 0 0 706,813
雑 費 4,330,237 0 0 4,330,237

0 10,111,511 0 10,111,511
役 員 報 酬 0 953,300 0 953,300
給 料 手 当 0 3,650,684 0 3,650,684
退 職 給 付 費 用 0 299,441 0 299,441
賞 与 引 当 金 繰 入 0 517,290 0 517,290
福 利 厚 生 費 0 739,572 0 739,572
旅 費 交 通 費 0 116,108 0 116,108
通 信 運 搬 費 0 118,400 0 118,400
減 価 償 却 費 0 25,441 0 25,441
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 0 10,584 0 10,584
消 耗 什 器 備 品 費 0 41,357 0 41,357
消 耗 品 費 0 86,747 0 86,747
印 刷 製 本 費 0 54,000 0 54,000
光 熱 水 道 費 0 26,352 0 26,352
賃 借 料 0 1,579,797 0 1,579,797
諸 謝 金 0 203,680 0 203,680
会 場 借 上 費 0 950,976 0 950,976
租 税 公 課 0 110 0 110
委 託 費 0 663,784 0 663,784
雑 費 0 73,888 0 73,888

115,576,633 10,111,511 0 125,688,144
△ 1,872,546 8,902,819 0 7,030,273

0 0 0 0
△ 1,872,546 8,902,819 0 7,030,273

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計 0 0 0 0
(2)経常外費用

130,975 14,552 0 145,527
130,975 14,552 0 145,527

△ 130,975 △ 14,552 0 △ 145,527
8,888,267 △ 8,888,267 0 0
6,884,746 0 0 6,884,746

238,630,315 0 0 238,630,315
245,515,061 0 0 245,515,061

Ⅱ.指定正味財産増減の部
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 245,515,061 0 0 245,515,061

指定正味財産期末残額

一般正味財産期首残額
一般正味財産期末残額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残額

当期経常増減額

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

固定資産除却損

正味財産増減計算書内訳書

平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

事業費

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

経　　常　　収　　益　　計

管理費

経　　常　　費　　用　　計

損益評価等計

他会計振替額

経　　常　　外　　費　　用　　計

評価損益等調整前当期経常増減額
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(単位:円)

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）
現金

手元保管 運用資金として 639,734

預金
当座預金 運用資金として 27,795,703

普通預金 運用資金として 1,175,415

定期預金 運用資金として 45,301,584

未収金 818,256
ＩＦＡ日本支部総会費用 ＩＦＡ日本支部 ＩＦＡ総会費用立替金として 226,128
租税研究購読料 29年度分租税研究講読費として 592,128

書籍棚卸資産 出版物 平成29年度末出版物在庫 512,845

前払費用
三菱地所賃借料 三菱地所株式会社 賃料の前払いとして 1,281,636

流動資産合計 77,525,173
（固定資産）

基本財産
定期預金

銀行自由金利型定期預金 公益目的保有財産である 24,122,178

銀行大口定期預金 公益目的保有財産である 133,633,232

特定資産
退職給付引当資産 定期預金 退職引当預金として 18,055,600

賞与引当資産 定期預金 賞与引当預金として 4,400,000

減価償却引当資産 定期預金 減価償却引当預金として 4,103,390

その他固定資産
什器備品 郵便料金計他 公益目的保有財産である 160,810

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等 公益目的保有財産である 1,024,619

電話加入権 公益目的保有財産である 170,310

ソフトウェア 公益目的保有財産である 105,840

借室敷金 賃借事務所敷金 公益目的保有財産である 14,240,400

出資金 しんくみグループ保険 公益目的保有財産である 10,000

固定資産合計 200,026,379

資産合計 277,551,552
（流動負債）

未払金 2,381,997
アルバイト給与 アルバイトに対する給与の未払いである 73,100
コピー代 富士ゼロックス 27,000
会場費用 日本工業倶楽部 332,092
出向者給与 出向者に対する給与の未払いである 160,000
租税研究3月号･合本費 第一資料印刷 1,087,236

人材派遣 人材派遣に対する未払いである 362,880
備品購入 ＰＣ・プロジェクター購入の未払いである 197,943
その他費用 宅急便代他 141,746

前受会費 会員に対するもの 平成３０年度会員の会費の前受である 6,320,833

預り金 878,061
所得税預り金 従業員に対するもの 所得税預り金 437,511

住民税預り金 従業員に対するもの 住民税預り金 120,000

健康保険預り金 従業員に対するもの 健康保険預り金 122,920

厚生年金預り金 従業員に対するもの 厚生年金預り金 197,630

賞与引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員7名H30.1～H30.3対象月分賞与を積立 4,400,000

流動負債合計 13,980,891
（固定負債）

退職給付引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員7名に対する退職金の支払いに備えたもの 18,055,600

固定負債合計 18,055,600

負債合計 32,036,491

正味財産合計 245,515,061

Ⅲ.財　産　目　録　

平成30年3月31日現在
貸借対照表科目
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公益認定前取得 公益認定後取得 その他の
不可欠特定基準 不可欠特定基準 公益目的保有財産

基本財産 銀行自由金利型定期預金　　　　　　　24,122,178円 公益事業

銀行大口定期預金　　　　　　　　 　133,633,232円 公益事業

什器備品 郵便料金計他　　　　　　　　　　  　　 160,810円 公益事業

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等　　　　　　 　1,024,619円 公益事業

電話加入権 電話加入権                         　  170,310円 公益事業

ソフトウェア ソフトウェア                       　  105,840円 公益事業

借室敷金 貸借事務所敷金　　　　　　　　　  　14,240,400円 公益事業

出資金 しんくみグループ保険　　　　　　　 　　 10,000円 公益事業

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　 　173,467,389円

公益目的財産の明細

財産種別 使用事業
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　１.基本財産及び特定資産の明細

(単位:円)

区分 (資産の種類) (期首帳簿価額) (当期増加額) (当期減少額) (期末帳簿価額)
基 本 財 産 定 期 預 金 157,755,410 0 0 157,755,410

基本財産計 157,755,410 0 0 157,755,410
特 定 資 産 退職給付引当資産 15,508,600 2,760,000 213,000 18,055,600

賞 与 引 当 資 産 4,500,000 4,400,000 4,500,000 4,400,000
減価償却引当資産 4,650,569 254,405 801,584 4,103,390

特定資産計 24,659,169 7,414,405 5,514,584 26,558,990

　２.引当金の明細

(単位:円)

目的使用 その他
賞 与 引 当 金 4,500,000 4,400,000 4,500,000 0 4,400,000
退 職 給 付 引 当 金 15,508,600 2,760,000 0 213,000 18,055,600

合計 20,008,600 7,160,000 4,500,000 213,000 22,455,600
(注)退職給付引当金の当期減少額のその他は、出向契約に基づき、退職者に対して支給しなかった額である。

　Ⅳ.附属明細書　

平成30年3月31日現在

科目 （期首残高） (当期増加額) （期末残高）
(当期減少額)

平成30年3月31日現在
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1.重要な会計方針

(1)公益法人会計基準(平成20年度改正基準)を採用している。

(2)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産…定額法

　②無形固定資産
　　ソフトウェア（自社利用）…社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(3)・退職給付引当金は、役員及び職員の退職金支給に備えて、期末現在の職員が
　 　自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。

　 ・賞与引当金は、役員及び職員に支給する賞与に備えて、支給見込み
　　 額の内当期に属する額を計上している。

(4)消費税等の会計処理は、消費税込み額で表示している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

-7-
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2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 (前期末残高) (当期増加額) (当期減少額) (当期末残高)
基本財産
定 期 預 金 157,755,410 0 0 157,755,410

小計(基本財産) 157,755,410 0 0 157,755,410
特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 15,508,600 2,760,000 213,000 18,055,600
賞 与 引 当 資 産 4,500,000 4,400,000 4,500,000 4,400,000
減 価 償 却 引 当 資 産 4,650,569 254,405 801,584 4,103,390

小計(特定資産) 24,659,169 7,414,405 5,514,584 26,558,990
合計 182,414,579 7,414,405 5,514,584 184,314,400

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

基本財産
定 期 預 金 157,755,410 0 157,755,410 0

小計(基本財産) 157,755,410 0 157,755,410 0
特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 18,055,600 0 0 18,055,600
賞 与 引 当 資 産 4,400,000 0 0 4,400,000
減 価 償 却 引 当 資 産 4,103,390 0 4,103,390 0

小計(特定資産) 26,558,990 0 4,103,390 22,455,600
合計 184,314,400 0 161,858,800 22,455,600

4.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
什 器 備 品 2,489,762 2,328,952 160,810
事 務 所 総 合 設 備 費 2,799,057 1,774,438 1,024,619

合計 5,288,819 4,103,390 1,185,429

科目 (当期末残高)
(うち指定正味
財産からの充当

額)

(うち一般正味
財産からの充当

額)

(うち負債に
対応する額)

平成30年3月31日現在

平成30年3月31日現在

平成30年3月31日現在
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第三号議案 平成 30 年度事業計画及び予算報告 
Ⅰ．平成 30 年度事業計画 

1．租研をめぐる環境 

我が国経済は、雇用や所得情勢の回復に支えられ、緩やかな景気拡大基調にある。一方で世界

経済も、一部に保護主義の台頭や地政学的リスクの顕在化への懸念はあるものの、先進国・新興

国ともに堅調な拡大が続いている。 
我が国の構造的な問題に目を転じると、歴史的・国際的に見ても最悪の水準となっている財政

状況は、国民生活や経済全般に甚大な影響を及ぼすリスクを負っている。財政健全化のためには

経済の成長、歳入の増加、歳出の思い切った削減を併せ実行することが不可欠である。 
税制についても、これまでも、当協会が一貫して提言してきたように、経済成長と財政健全化、

社会保障制度改革を一体的に推進するためには、「経済活力の強化」と「安定財源の確保」を基本

として、税制の抜本改革によるあるべき税制の早期実現が必要である。税制が持つ主な役割、即

ち、歳入の確保、所得の再分配機能はもちろんのこと、経済政策の推進や国内産業強化等、各々

の目的が実現できるよう、経済社会の構造変化に対応した税制改革が求められている。 
 

2．協会の活動方針 

上記の租研をめぐる環境に立ち、民間の租税研究機関として我が国の税制の研究と普及に貢献

してきた当協会は、その活動をベースに、引き続き、会員のニーズに「迅速」に応え、中身の更

なる「充実」を図り、現在までの成果より一段とレベルの高いものをめざし、あるべき財政・税

制・税務の「実現」に向け諸活動を展開していく。 
従って、平成 30 年度は、基本的に、現在までの活動状況を踏まえ、以下の活動方針に基づき、

収支相償の原則に則し、かつ継続的に安定的な運営が行われるように、事業活動を展開する。 

 ① 税制改正意見等の提言活動の充実を図る。 
 ② 財政、税制、税務に関する調査、研究、提言活動の充実を図る。 
 ③ 会員のニーズに的確に対応した情報発信機能の充実を図る。 
 ④ 租研は、「公益社団法人日本租税研究協会」として、協会活動を通じた社会貢献活動を高

める。 
 ⑤ 租研の財政状況が依然として厳しいことから、維持会員の継続・拡大に組織を挙げて取

り組む。あわせて、経費節減に努めるとともに、限られた資源の中で効果的・効率的な

事業運営を徹底する。 
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3．平成 30 年度計画の総括 

平成 24 年 4 月の公益社団法人への移行後、事業活動の「選択と集中」を推し進めてきたことに

より、会員ニーズに対応した事業活動の提供ならびに収支相償の原則に沿った財務運営を行う体

制が整っており、概ね定着してきている。従って、平成 30 年度も、当協会の活動方針を踏まえた

事業活動を推し進めると同時に、収支相償の原則を大前提に事業経費の一層の節減に努めていく。

具体的には、事業規模としては前年度と同規模の年間 165 回程度の事業活動を設定し、内容の更

なる厳選を進め、会員が求めるニーズに合致した、質の高い事業活動計画を策定することとした

い。 

また、平成 31 年には租研設立 70 周年を迎えることから、これに向けた企画の検討も併せ

て進めることとしたい。 

 
 

4．委員会・研究会等 

民間の中立的な立場から調査・研究を行い、我が国のあるべき財政・税制・税務の実現のため、

提言、意見表明を行う中核事業である。特に、ここ数年で拡充を図ってきた研究会活動はその軸

であり、引き続きその内容の充実に努める。 
具体的には、当協会の税制改正提言である「租研意見」を作成する政策検討会をはじめ、税制

基本問題研究会、財政経済研究会、国際課税研究会及び通達等検討会等の更なる充実を図る。 
また、会員と国内外行政当局との意見交換(会)は、当協会の特質を活かした活動であり、適宜必

要に応じて開催する。 

・活動計画一覧表 （講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 56 回 64 回 60 回 59 回 59 回 58 回

内研究会 42 〃 47 〃 41 〃 40 〃 41 〃 41 〃

会員懇談会 107 〃 100 〃 92 〃 77 〃 79 〃 79 〃

租税研究大会　＊1 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃

基礎講座　＊2 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃

合計 190 〃 192 〃 179 〃 164 〃 165 〃 165 〃

出版（「租税研究」以外） 10 冊 7 冊 8 冊 7 冊 8 冊 9 冊

＊１　平成30年度計画の内訳　：　東京大会2.0日（報告2、討論2）、大阪大会1.0日（討論2）

＊2　平成30年度計画の内訳　：　法人税基礎講座－東京8回、関西8回、国際課税中級講座－東京5回

＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計（過去実績含め再集計）

平成２９年度
計画

平成２９年度
実績

平成２７年度
実績

平成２６年度
実績

平成３０年度
計画

平成２８年度
実績
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(1)政策委員会（政策検討会、税制基本問題研究会、地球環境問題検討会） 

租研の財政、税制の提言等の企画・立案を担当する委員会・検討会として、各委員会・研究会

の研究・提言、会員からの税制改正意見、アンケート調査等をもとに、税制改正に関する租研意

見を取りまとめ、関係機関に対して提言を行う。 
特に、近年拡充に努めてきた政策検討会は、研究・提言活動を本格化し、他の研究会等との連

携・協調を緊密にしつつ、抜本的な税制改正に向け、「租研意見」の更なる充実を図る。 
さらに、税制基本問題研究会では、租研意見に関連する理論面や今後の方向についての課題と

その問題点等を調査・研究していく必要があることから、基本的課題や個別税制について調査・

研究、課題への取り組みを行っていく。特に、平成 29 年より、「所得税改革と各種税制の課題」

を大テーマとして継続して取り上げ、多面的に検討を進めており、本年 9 月の租税研究大会にて

その成果を会員に提供することとしている。 
 
(2)財政経済委員会（財政経済研究会） 

社会保障制度、財政制度改革に関する諸課題について調査、研究し、会員等に対して幅広く情

報提供していくこととし、さらに必要に応じて、関係当局に対し意見、提言を行う。 

なお、当委員会の下に財政経済研究会を設置し、財政、税制、社会保障政策の課題について、

調査・研究・提言活動を継続する。特に、本年より、「財政のフューチャー・デザイン：最後の

機会」を大テーマとして取り上げ、税、財政、社会保障分野の課題について様々な角度から検討

を進める。 

 

(3)個人課税委員会（個人課税研究会） 

個人所得税や相続税・贈与税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広

く情報提供し、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会の下に個人課税研究会をおき、金融課税を含め、個人課税に関する調査・研究

活動を行う。  
 
(4)法人課税委員会（法人税研究会、税務会計研究会） 

・理事会・委員会等の内訳と回数推移 （回数）　

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
実績

平成３０年度
計画

理事会・総会 5 5 5 5 5

委員会・研究会等 48 53 47 46 47

内研究会 42 47 41 40 41

意見交換会 3 6 8 8 7

合計 56 64 60 59 59
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法人税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供していくこ

ととし、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会における、各研究会の活動は以下のとおりである。 

① 法人税研究会 

法人税における諸課題(税務会計研究会に係る課題は除く)について、調査、研究、提言を行い、

会員等に対して幅広く情報提供を行う。 

ⅰ)通達等検討会（法人税、国際課税、消費税各部会） 
企業の実務と税制度や通達との関係が不明確・不確定な分野について、実務面から税制度の

透明性の確保や予測可能な取扱いを目指し、会員意見の通達への反映等、活動の定着化を進め、

更なる充実に取り組む。 

ⅱ)国際課税実務検討会 
日本企業がグローバルに事業展開する中で、発生する国際課税上の取扱いが困難な問題につ

いて、その税制上の取扱いを明確化、透明化することを中心として、調査、研究、提言を行う。 
② 税務会計研究会 

平成20年度から行ってきた企業会計基準の国際的な統一化への大きな変化に対する法人税法

の取扱について、報告書作成、公表、提言を行い、一連の調査・研究活動を終了した。 
今後も、会計基準国際化の動向に注視しながら、必要に応じて活動を行う。 

 
(5)国際課税委員会（国際課税研究会） 

国際課税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供するこ

ととし、必要に応じて税制改正意見等として、関係当局に対して意見、提言を行う。 
なお、国際課税研究会は、研究者、官庁、民間が共通の場で行う最先端の研究であり、引き

続き国際課税に関する国際的に重要な論文について、調査、研究を行い、税制改正提言に資す

ることとし、会員に対して幅広く情報提供する。 
 
(6)消費課税委員会（消費課税研究会） 

消費税に関する諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供していく

こととし、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会の下に、消費税に関する調査・研究活動を行う研究会の設置を検討する。  

  

(7)地方税委員会（地方税研究会） 

地方税を中心とする諸課題を調査、研究するとともに、会員等に対して幅広く情報提供して

いくこととし、必要に応じて税制改正意見等として関係当局に対し意見、提言を行う。 
なお、当委員会の下に、地方税研究会をおき、地方税に関する調査・研究活動を行う。 
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(8)運営委員会（企画・運営小委員会） 

租研の事業計画の策定や事業活動の基本方針等重要な事項について、協議、検討等を行う。 
なお、当委員会の下に、企画・運営小委員会をおき、必要に応じ、随時協議、検討等を行う。 

 
(9)意見交換会 

行政当局と会員との双方向の意思疎通が重要であることから、意見交換会の開催等に向けて

連絡・協調に積極的に取り組む。特に、税制改正、取扱通達、国際課税に関する課題等につい

て、随時行政当局担当官を招き、意見交換を行い、課題に対するタイムリーな情報発信や意見

交換の場を提供することに焦点をあてる。 

5．国際交流の促進 

諸外国の財政・税制・税務行政に携わっている政府担当官、あるいは学者の来訪の際、財政・

税制・税務行政を巡る諸問題について講演会の開催を企画する。 
また、諸外国の税務当局幹部と各国進出企業との間の相互理解促進を目的とした、意見交換会

の開催にも積極的に取り組む。 

6．会員懇談会 

国内課税及び国際課税に関する、理論面、実務面における重要な課題をテーマとして、幅広く

懇談会を開催する。租研が行う税制改正に関する「租研意見」の形成に資する有益な情報の習得

に配意するとともに、「税制改正説明会」、「決算・申告に当たっての留意事項」等の当局からの情

報発信、研究者・実務家の調査・研究報告等を、会員のニーズならびに時代の要請に則して、タ

イムリーかつバランスよく提供することを目指す。 
開催数については、「選択」と「集中」を推し進めるが、会員への普及活動の中軸事業であるこ

とから、内容の厳選・充実化とともに委員会・研究会のうちで可能なものは合同開催する等の効

率化を図りながら、会員のニーズに応え得る規模を維持することとし、昨年度計画と同規模の 79
回程度を計画する。 

 

7．租税研究大会 

租税研究大会については、租研の事業活動に相応しい財政・税制に関する調査、研究、情報発

信機能を重視したものを引き続き実施する。理論と実務面における最先端の重要な課題を取り上

げ、講演、討論等を通じて情報提供を行うとともに、協会外部への情報発信を行い、公益的活動

・会員懇談会の回数推移 （回数）　

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
実績

平成３０年度
計画

会員懇談会 107 100 92 77 79
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の推進、当協会のプレゼンス向上に資するものとして継続する。なお、本年度については、東京

大会は 平成 30 年 9 月 19 日（水）～20 日（木）、大阪大会は 平成 30 年 9 月 27 日（木）に開催

する予定である。 

 

8．基礎講座 

基礎的分野の会員サービスとして継続し、講座においても収支相償を原則とした運営を目指す。

そのため、会場費用等でのコスト削減等に取り組んだうえで、法人税基礎講座（東京、関西）、国

際課税中級講座（東京；基礎講座と隔年開催）を継続する。 

 

 

9．出版物の刊行 

会員に対し、租税に関する最新情報を提供するため、毎月発刊の「租税研究」に加え、「租税研

究大会記録」等の出版物を作成し配付する。また、重要な調査・研究も、出版物を作成し配付す

ることとする。但し、出版に際しては真に必要なものに限り実施するなど、対象の重点化を図る。 
・租税研究大会記録   
・平成 31 年度税制改正に関する租研意見 

 ・OECD モデル租税条約（2017 年版） 
・その他 

         合計 8 冊 

・租税研究大会の内訳と実施推移 （回数）　

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
実績

平成３０年度
計画

東京大会 4 4 4 4 4

報告 2 2 1 2 2

討論 2 2 3 2 2

大阪大会 2 2 2 2 2

報告 1 1 1 1 0

討論 1 1 1 1 2

合計（報告+討論） 6 6 6 6 6

合計（日数） 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

・基礎講座の内訳と実施推移 （回数）　

平成２６年度
実績

平成２７年度
実績

平成２８年度
実績

平成２９年度
実績

平成３０年度
計画

法人税講座（東京） 8 8 8 8 8

法人税講座（関西） 8 8 8 8 8

国際課税基礎講座（東京） 0 6 0 6 0

国際課税中級講座（東京） 5 0 5 0 5

合計 21 22 21 22 21
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10．情報提供サービスの向上 

会員向けの情報提供サービスの内容を充実することにより、会員の利便性の向上を図る。 
また、ホームページにおいて、「租研意見」、「租税研究大会記録」等を掲載することにより、会

員以外の一般の方にも広く情報提供するとともに、当協会からの提言、情報発信の充実を図り、

財政･税制についての知見･知識の普及･拡大を図る。 
 
11．国際租税協会(IFA)日本支部事務局受託事務等 

IFA 日本支部の事業活動の積極的な展開に協力するとともに、IFA から得られる情報を活かし

租研の国際租税分野での事業活動の更なる活性化に資することに努める。 
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12．日本租税研究協会 組織表 

 

 
 
 

政策検討会

地球環境問題検討会

政策委員会

個人課税委員会 個人課税研究会

財政経済研究会

税制基本問題研究会

［常設委員会］

国際課税委員会

財政経済委員会

法人課税委員会

員

議

評

総

事

消費税研究会

地方課税委員会

事

局

会

会

務

会

理

企画・運営小委員会

法人税研究会

消費課税委員会

地方税研究会

運営委員会

［懇談会］

会員懇談会　（東京、大阪、名古屋、福岡）

税務会計研究会

国際課税研究会

通達等検討会

）
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Ⅱ.平成30年度収支予算(正味財産増減計算書）
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで (単位:千円)

Ｈ30年度予算 Ｈ29年度予算 増減
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

100 100 0
0 0 0

126,660 128,160 -1,500

5,630 5,500 130

経　　常　　収　　益　　計 132,390 133,760 -1,370

(2)経常費用

事業費 123,648 124,572 -923
役 員 報 酬 10,400 8,500 1,900
給 料 手 当 22,700 26,100 -3,400

退 職 給 付 費 用 2,600 2,500 100

賞 与 引 当 金 繰 入 3,700 3,900 -200

福 利 厚 生 費 5,500 5,700 -200

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 4,866 4,677 190

通 信 運 搬 費 3,682 3,860 -178

減 価 償 却 費 214 270 -56

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 88 90 -2

消 耗 什 器 備 品 費 220 360 -140

消 耗 品 費 1,491 2,195 -704

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 14,696 14,600 96

光 熱 水 道 費 214 270 -56

賃 借 料 13,880 14,220 -340

諸 謝 金 22,294 23,550 -1,256

会 場 借 上 費 7,770 8,700 -930

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 4,808 710 4,098

雑 費 4,526 4,370 156

管理費 8,552 9,928 -1,376
役 員 報 酬 1,100 1,000 100

給 料 手 当 2,000 3,300 -1,300

退 職 給 付 費 用 300 300 0

賞 与 引 当 金 繰 入 300 500 -200

福 利 厚 生 費 500 700 -200

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 134 123 11

通 信 運 搬 費 118 140 -22

減 価 償 却 費 36 30 6

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 12 10 2

消 耗 什 器 備 品 費 30 40 -10

消 耗 品 費 309 205 104

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 54 100 -46

光 熱 水 道 費 36 30 6

賃 借 料 1,920 1,580 340

諸 謝 金 206 250 -44

会 場 借 上 費 930 500 430

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 492 490 2

雑 費 74 630 -556

経　　常　　費　　用　　計 132,200 134,500 -2,300

評価損益等調整前当期経常増減額 190 -740 930
損益評価等計 0 0 0

当期経常増減額 190 -740 930

2.経常外増減の部
(1)経常外収益
経　　常　　外　　収　　益　　計 0 0 0
(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 190 -740 930

一般正味財産期首残額 240,159 238,838 1,321
一般正味財産期末残額 240,349 238,098 2,251

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残額 0 0 0
指定正味財産期末残額 0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 240,349 238,098 2,251
（注）Ｈ２９年度予算における「役員報酬」と「給料手当」について、予算編成時の費目間入り繰りを組替補正し表示（±1,400千円）

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益

　科目　
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Ⅲ.平成30年度収支予算（正味財産増減計算書）事業別内訳表
(単位:千円)

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ.一般正味財産増減の部
1.経常増減の部
(1)経常収益

100 0 0 100
0 0 0 0

107,660 19,000 0 126,660

5,630 0 0 5,630

経　　常　　収　　益　　計 113,390 19,000 0 132,390

(2)経常費用

事業費 123,648 0 123,648
役 員 報 酬 10,400 0 10,400
給 料 手 当 22,700 0 22,700

退 職 給 付 費 用 2,600 0 2,600

賞 与 引 当 金 繰 入 3,700 0 3,700

福 利 厚 生 費 5,500 0 5,500

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 4,866 0 4,866

通 信 運 搬 費 3,682 0 3,682

減 価 償 却 費 214 0 214

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 88 0 88

消 耗 什 器 備 品 費 220 0 220

消 耗 品 費 1,491 0 1,491

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 14,696 0 14,696

光 熱 水 道 費 214 0 214

賃 借 料 13,880 0 13,880

諸 謝 金 22,294 0 22,294

会 場 借 上 費 7,770 0 7,770

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 4,808 0 4,808

雑 費 4,526 0 4,526

管理費 8,552 0 8,552

役 員 報 酬 1,100 0 1,100

給 料 手 当 2,000 0 2,000

退 職 給 付 費 用 300 0 300

賞 与 引 当 金 繰 入 300 0 300

福 利 厚 生 費 500 0 500

研 修 費 0 0 0

旅 費 交 通 費 134 0 134

通 信 運 搬 費 118 0 118

減 価 償 却 費 36 0 36

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費 12 0 12

消 耗 什 器 備 品 費 30 0 30

消 耗 品 費 309 0 309

修 繕 費 0 0 0

印 刷 製 本 費 54 0 54

光 熱 水 道 費 36 0 36

賃 借 料 1,920 0 1,920

諸 謝 金 206 0 206

会 場 借 上 費 930 0 930

租 税 公 課 0 0 0

委 託 費 492 0 492

雑 費 74 0 74

経　　常　　費　　用　　計 123,648 8,552 0 132,200

評価損益等調整前当期経常増減額 -10,258 10,448 0 190

損益評価等計 0 0 0 0

当期経常増減額 -10,258 10,448 0 190

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計 0 0 0 0

(2)経常外費用

経　　常　　外　　費　　用　　計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 10,448 -10,448 0 0

当期一般正味財産増減額 190 0 0 190

一般正味財産期首残額 240,159 0 0 240,159

一般正味財産期末残額 240,349 0 0 240,349

Ⅱ.指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

指定正味財産期首残額 0 0 0 0

指定正味財産期末残額 0 0 0 0

Ⅲ.正味財産期末残高 240,349 0 0 240,349

基 本 財 産 運 用 益

特 定 資 産 運 用 益

受 取 会 費

雑 収 益

　科目　
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第四号議案　平成３０年度会費分担基準案
（自平成30年4月  至平成31年3月）

原則として以下による。

①　維　持　会　員

Ａ）　事　業　会　社

資 本 金 額 年 会 費 15億円以上 40 100億円以上 70 2,000億円以上 110

万円 20億円以上 45 300億円以上 80 2,500億円以上 115

5億円未満 23 30億円以上 50 500億円以上 90 3,000億円以上 120

5億円以上 28 50億円以上 55 1,000億円以上 100 3,500億円以上 125

10億円以上 35 80億円以上 65 1,500億円以上 105 4,000億円以上 130

4,500億円以上 135以上

Ｂ）　金　融　機　関

資 金 量 年 会 費 2兆円以上 35 7兆円以上 85 20兆円以上 115

万円 3兆円以上 40 8兆円以上 95 25兆円以上 120

1兆円未満 23 5兆円以上 65 9兆円以上 100 30兆円以上 125

1兆円以上 28 6兆円以上 75 10兆円以上 105 35兆円以上 130

40兆円以上 135以上

Ｃ）　証　券　会　社

営 業 収 益 年 会 費 500億円以上 35 900億円以上 80 5,000億円以上 115

万円 600億円以上 45 1,000億円以上 90 6,000億円以上 120

300億円未満 23 700億円以上 60 2,000億円以上 100 7,000億円以上 125

300億円以上 28 800億円以上 70 4,000億円以上 110 8,000億円以上 130

1兆円以上 135以上

Ｄ）　生命保険会社

収 入 保 険 料 年 会 費 4,000億円以上 35 2兆円以上 85 4兆円以上 110

万円 5,000億円以上 45 2.5兆円以上 90 4.5兆円以上 115

2,000億円未満 23 1兆円以上 60 3兆円以上 95 5兆円以上 120

2,000億円以上 28 1.5兆円以上 75 3.5兆円以上 105 5.5兆円以上 125

6兆円以上 135以上

Ｅ）　損害保険会社
正 味 保 険 料 年 会 費 1,000億円以上 35 5,000億円以上 85 8,500億円以上 110

万円 2,000億円以上 45 6,000億円以上 90 9,000億円以上 115

500億円未満 23 3,000億円以上 60 7,000億円以上 95 9,500億円以上 120

500億円以上 28 4,000億円以上 75 8,000億円以上 105 1兆円以上 125

1.5兆円以上 135以上

Ｆ）　各　種　団　体　　　　　年会費23万円以上

②　特　別　会　員　　　　  　　　年会費23万円以上

③　個　人　会　員

（Ａ）正会員　　　 　70,000円　（年会費･「租税研究」等購読･会員懇談会参加） 

（Ｂ）購読会員　　　 30,000円　（年会費・「租税研究」 等購読）
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第五号議案 役員退任・選任案の件 

 

理事退任・選任（敬称略） 

 
（退任）          （選任） 

  
住友電気工業㈱  財務部次長          財務部主幹 

            新田 和久         吉原 義博 
  

トヨタ自動車㈱   経理部財務管理室長    経理部財務管理室長             
            鈴木 浩之         廣佐古 博之 

 
三菱商事㈱    執行役員           主計部長 

           蜂谷 由文        野内 雄三             
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第六号議案 補欠理事選任案  
 (各社毎の補欠理事とする)        

  
 
 
 
. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                    

 

 補欠理事  

 会社 氏名(敬称略) 

 鹿島建設㈱ 海野  洋 

 
サントリーホールディングス㈱ 斎藤   篤 

 
住友化学㈱ 丹  昌敏 

 
住友電気工業㈱ 吉田 諭史 

 
東京海上日動火災保険㈱ 森脇 陽一 

 
東京ガス㈱ 児美川 吉朗 

 
東  レ㈱ 小林 伸也 

 
トヨタ自動車㈱ 小川 正嗣 

 
日本証券業協会 石黒 淳史 

 
日本製紙㈱ 板倉 智康 

 

日本生命保険相互会社 

日本電信電話㈱ 

飯島 貴之 

中村 俊彦 

 
日本郵船㈱ 河邉 顕子 

 
野村ホールディングス㈱ 堀内 優子 

 
パナソニック㈱ 西澤 裕之 

 
丸   紅㈱ 田中 和文 

 
㈱三井住友銀行 三上 剛 

 
三井物産㈱ 水谷 謙一 

 
三菱商事㈱ 西澤  晃 
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第七号議案 評議員退任・選任報告 

 

評議員退任・選任（敬称略） 
 
平成 29 年 8 月 31 日（第 474 回理事会・評議員会 承認） 
 
               （退任）         （選任） 
 
（公社）関西経済連合会  理事           常務理事 
             藤原 幸則        櫟  真夏 
                  

 
東日本旅客鉄道㈱    常務取締役        常務取締役 
             森本 雄司        松木 茂 

                   
 
（一社）日本倉庫協会      会長                      会長 
                          藤岡  圭                木納 裕 
                     
                

 北海道電力㈱            取締役常務執行役員        取締役常務執行役員 
              古郡 宏章                藪下 裕己 
                   
 
 
平成 29 年 12 月 11 日（第 475 回理事会・評議員会 承認） 
 
                       （退任）          （選任） 
 
中国電力㈱             取締役常務執行役員        代表取締役副社長執行役員 

             松村 秀雄               小川 司徳 
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平成 30 年 5 月 15 日（第 477 回理事会・評議員会 承認） 
   
                       （退任）         （選任） 
 
旭化成㈱          取締役常務執行役員         専務執行役員 

           坂本 修一                柴田 豊 
 
 日本電気㈱    監査役            代表取締役執行役員常務 
           藤岡 哲哉          川島 勇 
 
 三菱電機㈱    取締役           常務執行役 
           松山 彰宏         皮籠石 斉 
 
  ㈱神戸製鋼所   取締役           常務執行役員 
           梅原 尚人         河原 一明 
 
 JFE ホールディングス㈱ 
          常務執行役員        常務執行役員 
           大木 哲夫         田中 利弘 
 
 日東紡績㈱    常務執行役         経理財務部長 
           野崎 有          松尾 和基 
 
 （一社）日本ガス協会 
          副会長・専務理事      副会長・専務理事 
           幡場 松彦         沢田 聡 
  
 三井住友海上火災保険㈱ 
          常任顧問          取締役常務執行役員 
           江頭 敏明         後藤 仁志 
 
 ㈱三菱ケミカルホールディングス 
          執行役員          執行役員 
           伊達 英文         大木 基裕 
    

以 上 
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